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「60代の雇用・生活調査」（2020年）
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税・社会保険料の支払い等
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27 ４千

2022

　世帯主が60歳以上の二人以上の無職世帯（高齢無職世帯）の実収入は、1世帯
当たり1か月平均約24万7千円で、その約80％が公的年金などの社会保障給付で
す。また、実収入から税金や社会保険料などを差し引いた可処分所得は約21万5
千円です。
　一方、消費支出は約24万1千円で、可処分所得を約２万６千円上回り、赤字に
なっています。この不足分は、貯蓄などの取り崩しで賄っています。

実収入（247,382円）

198,017円
80.0%

その他
20.0％

不足分
26,233円

貯蓄など金
融資産の取
り崩しなど

可処分所得（214,594円）

消費支出  240,827円32,788円

2022

71,013
16,533
24,112
10,559
5,140
15,920
28,606
22,052
46,892

2022



図表ー３生産年齢人口の減少
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令和5年
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52.5
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3,696

7,076

令和 5年

59.4

28.9

1.30
2021 1,240 836

1.35

4,809
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（2）高年齢者雇用安定法について
　高年齢者雇用安定法は、年金支給開始年齢の65歳への段階的引上げが始まり、

少なくとも年金支給開始年齢までは働き続けることができるようにするため、雇

用機会の確保、高年齢者等の再就職援助の強化などを目的としています。

◆65歳までの雇用の確保（平成18年4月施行、平成25年4月改正）

　定年年齢を65歳未満に定めている事業主は、以下のいずれかの措置（高年齢者

雇用確保措置）を講ずることが義務付けられています。

※継続雇用制度の適用者は原則として「希望者全員」です。
ただし、平成25年3月31日までに継続雇用制度の対象者を限定する基準を労使協定で定
めていた場合は、その基準を適用できる年齢を令和7年3月31日までに段階的に引上げな
ければなりません（平成24年度改正法の経過措置）。

○65歳までの定年年齢の引上げ
○65歳までの継続雇用制度の導入※
○定年の定めの廃止

◆70歳までの就業機会の確保（令和3年4月施行）

65歳までの雇用確保（義務）に加え、65歳から70歳までの就業機会を確保す

るため、以下のいずれかの措置（高年齢者就業確保措置）を講ずることが努力義

務となりました。

○70歳までの定年年齢の引上げ
○70歳までの継続雇用制度の導入
○定年の定めの廃止
○70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入
○70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入
a.事業主が自ら実施する社会貢献事業
b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業
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また、

　　大阪における雇用失業情勢は、有効求人倍率が1.33倍と求人が求職を上回って

推移し、一部に厳しさがみられるものの、緩やかに持ち直しの動きが続いている状

況です（大阪労働市場ニュース令和５年４月分より）

あらわします。
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（4）高齢者の中途採用の状況
55歳以上の中途採用者の雇用形態は次のようになっています。

　中途採用を行った企業のうち、正社員での採用は年齢が高いほど少なくなり、
60歳以上ではパート・アルバイトでの採用が最も多くなっています。

（5）高齢者の中途採用時に重視する点
　およそ半数の企業が「知識・技能」及び「性格・人柄」と並び「本人の健康」を
重視しています。

10.7

23.3

51.5

11.8

14.1

9.4

52.9

36.4

23.6

9.6

11.5

2.8

0.8

0.7

0.4

14.2

14

12.3

65歳以上

60歳～64歳

55～59歳

図表ｰ５　中途採用者の雇用形態

正社員 契約社員 パート・アルバイト 嘱託 その他 無回答

資料出所：独立行政法人　労働政策研究・研修機構「高年齢者の雇用に関する調査（企業調査）」（2020年）

資料出所：独立行政法人　労働政策研究・研修機構「高年齢者の雇用に関する調査（企業調査）」（2020年）

31.7

0.5

48.9

15.1

17.9

23.9

51.9

47.1

19.6

0.6

53.8

15.9

16.3

27.6

61.3

58

9.5

0.7

54.9

13.2

11.5

29.1

69.9

70.1

0　　　 10　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　　　80

無回答

その他

本人の健康

賃金が安くても応募してくれる点

短時間でも勤務可能な点

通勤可能な範囲に居住

性格・人柄

知識・技能

図表ｰ６　中途採用時に重視する項目（複数回答）

55～59歳 60歳～64歳 65歳以上
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（6）高齢者の中途採用者の職種
2018年度に55歳以上の高年齢者を中途採用した実績がある企業に対し、採用

した従業員の職種を尋ねた結果が次のようになっています。
　全ての年齢層で最も多いのは「専門・技術職」で、次いで「サービス職」とな
っています。

2

18.5

15.1

8.3

6.7

26.7

4.9

7.6

32.4

8

1.6

13

11.3

7.8

8.5

23.2

6.3

8.9

38.2

13.5

0.9

11.3

9.7

9.4

9.9

22.7

7.1

10.6

40.2

13.6

0　　　  5　　　 10　　　 15　　　20　　　 25　　　30　　　 35　　　40　　　 45

無回答

その他

運搬・清掃・包装等

輸送・機械運転

生産工程

サービス

販売

事務

専門・技術

管理

55～59歳 60歳～64歳 65歳以上

※サービス（飲食業・宿泊業・不動産
業・医療・福祉等）
※その他（保安・農林漁業・建設等）

図表ｰ７　中途採用者の職種（複数回答）

資料出所：独立行政法人　労働政策研究・研修機構「高年齢者の雇用に関する調査（企業調査）」（2020年）
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　希望の仕事に就くためには、自分に足りない知識・技術を習得し、職業能力の向

上を図ることも効果的です。現在、公的な職業訓練制度が充実していますので、積

極的に利用してみてはいかがでしょうか。

が

科　 目
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～ハロートレーニング（公的職業訓練）、

自身

各種ハロートレーニング（公的職業訓練）

管理科」「ビルクリーニング管理科」「空調設備科」等

夕陽丘高

東大阪高

学科
4月・10月開講）。

各高等職業
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ただし、各校とも、工具・教科書・作業服代等の実費が必要となります。

失業給付期間が延長されるなどの措置が適用される場合があります。詳しく
と、訓練終了まで

は、雇用保険の失業給付の手続きを行うハローワークでご相談ください。

たない等の支給要件を満たし、ハローワーク所長の支援指示により訓練を受
講する方は、 職業訓練受講給付金（受講手当 月 10 万円＋通所手当＋寄宿手
当）または通所手当のみを受給できる場合があります。

収入や金融資産等が一定基準に満

夕陽丘校

・東大阪校（電気工事科）

・東大阪校（ものづくり金属科、機械加工・営業科、機械 CAD デザイン科、
ビル管理科）



大阪府が民間教育訓練機関、専修・各種学校などに委託して実施する職業訓練です。
大阪府主催委託訓練

が必要となります）。

　主に雇用保険の失業給付が受給できない方で、収入や金融資産等が一定基準に
満たないなどの支給要件を満たし、ハローワーク所長の支援指示により訓練を受
講する方は、職業訓練受講給付金（受講手当 月10万円＋通所手当＋寄宿手当)ま
たは通所手当のみを受給できる場合があります。
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「パソコンスキル習得科」「建築 CAD オペレーター科」

自身

が必要となります）。

訓練概要

訓練概要

２
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訓練概要
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２

65

7

ご自身

が必要となります）。

技術「CAD/NC 技術科」「メタルワーク科」 「IoTシステム開発科」等

（離職者訓練）

第
１
章

16

訓 練概要

受講

ハローワーク所長の受講指示を受けると、訓練終了まで雇用保険の失業給付期間
が延長されるなどの措置が適用される場合があります。詳しくは雇用保険の失業
給付の手続きを行うハローワークでご相談ください。

雇用保険の失業給付が受給できない方で、収入や金融資産等が一定基準に満たな
いなどの支給要件を満たし、ハローワーク所長の支援指示により訓練を受講する
方は、職業訓練受講給付金（受講手当 月 10 万円＋通所手当＋寄宿手当）または通
所手当のみを受給できる場合があります。

ハローワーク所長の受講指示を受けると、訓練終了まで雇用保険の失業給付期間
が延長されるなどの措置が適用される場合があります。詳しくは雇用保険の失業
給付の手続きを行うハローワークでご相談ください。

雇用保険の失業給付が受給できない方で、収入や金融資産等が一定基準に満たな
いなどの支給要件を満たし、ハローワーク所長の支援指示により訓練を受講する
方は、職業訓練受講給付金（受講手当 月 10 万円＋通所手当＋寄宿手当）または通
所手当のみを受給できる場合があります。
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※被保険者とは、一般被保険者及び高年齢被保険者をいいます。以下、（2）～（4）の
　項目において同じです。

厚生労働省

（3）

　一般教育訓練の受講修了日の翌日から起算して1か月以内に、本人の住居

所を管轄するハローワークに申請してください。

　雇用保険の被保険者（在職者）、または被保険者であった方（離職者）が、

厚生労働大臣の指定する専門実践教育訓練を受講中及び修了した場合、本人が

教育訓練施設に支払った経費の一部がハローワークから支給されます。

（令和 5年 9月 1日現在）。

専門実践教育訓練の教育訓練給付金制度を活用する
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≪支給対象者≫

  

≪支　給　額≫

≪申請の時期と申請先≫

（4）特定一般教育訓練の教育訓練給付金制度を活用する
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≪支給対象者≫

  

≪支　給　額≫

≪申請の時期と申請先≫

（4）特定一般教育訓練の教育訓練給付金制度を活用する

☆希望の職種、地域を広げて検索する
　⇒多くの情報を得る
☆求人票の見方のコツをつかむ（→24、25ページ参照）

〔求人情報提供パソコンによる上手な検索方法〕

（60～ 63ページ参照）
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　また、府内のハローワークには、シニア世代のための職業相談窓口として、
「生涯現役支援窓口」を設置し、シニア世代の採用に意欲的な企業の求人情 報
の提供やシニア世代の方に適した各種セミナー等を実施し、55歳以上の方、と
りわけ 65歳以上の方を重点的に支援して
います。
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https://www.hellowork.mhlw.go.jp/



（66ページ参照）第
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章
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（請負・委任のほか労働者派遣・職業紹介による働き方もあります。）

納入する必要があります。）
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項目の目安

パソコンの文字
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項目の目安

パソコンの文字
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○○PC検定○級（平成○○年取得）

令和

令和
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令和

貴社のマンション管理
員の求人を
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令和

貴社のマンション管理
員の求人を
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または
透明の
クリアファイル
に入れる

令
和
○
年
○
月
○
日
提
出

〒○○○－○○○○
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（35ページ）
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令和



（35ページ）
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令和

41～44が支給停止
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※３　支給要件がありますので、詳細についてはハローワークにお問い合わせください。

退職して失業等給付の基本
手当または再就職手当等を
受けずに就職した方

退職して失業等給付の基本手当を受給したが、
100日以上残して再就職した場合

再就職手当

就業促進
定着手当 ※3

※3
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「被保険者であった期間」が通算して5年以上

486,300
令和５486,300
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260,000

280,000 22,876 －9,150

380,000

360,000

900

1,560

2,160

430

3,790

6,860

1,020

1,680

2,280

330

3,720

6,740
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22,807

39,533

54,738

225,863

315,117

396,242

25,848

42,574

57,77995,000

258,102

345,752

408,201

⑦

⑦

です。（雇用保険については、令和５年９月１日時点での料率を元に算出しています。）



たこと（あらかじめ更新されない予定の労働契約が満了したことによる離

（※）令和２年８月１日以降の離職者は 80時間以上でも可

職を除く）、その他やむを得ない理由により離職された方は、離職前 1年

間に、雇用保険の被保険者であった期間のうち11日以上（※）の賃金支払の

あった完全な月が６ヶ月以上ある場合でも受給資格を満たします。
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（※）
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自己都合または重責解雇で離職された方は、
待期の後3か月の給付制限が経過した後から
の支給となります。なお、令和2年10月１日
以降に自己都合で離職された方は、5年間の
うち2回までは、待期の後2か月経過した後か
らの支給となります。

離

離

受給の手続きにはマイナンバーが必要です。
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急に
できるだけ早

　基本手当を受けることができる期間を「受給期間」といいます。
　原則として離職日の翌日から起算して１年間。
※待期（７日間）+ 給付制限 + 所定給付日数の合計が受給期間（１年間）を
過ぎてしまうと、所定給付日数が残っていても支給されません。このため、
離職後のすみやかな受給手続きにご留意ください。

所定給付日数に
よっては延長期
間が「最長３年」
とならない場合が
あります。

（注）令和４年７月１日から受給資格に係る離職日の翌日以降に一定の要件を満たす事業を開始
　　　した場合、当該事業の実施期間は受給期間に算入しない特例が設けられました。くわしく
　　　は、大阪労働局のHPをご覧ください。
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（注）令和４年７月１日から受給資格に係る離職日の翌日以降に一定の要件を満たす事業を開始
　　　した場合、当該事業の実施期間は受給期間に算入しない特例が設けられました。くわしく
　　　は、大阪労働局のHPをご覧ください。

倒産、解雇、又は期間の定めのある労働契約が更新されなかったこと（あ
らかじめ更新されない予定の労働契約が満了したことによる離職を除く）
等による離職者

また、「基本手当日額」は、賃金水準の変動に応じて基本手当日額が毎年８月
１日に変更（引き上げ又は引き下げ）されます。
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2,746

（※ ）

（※）令和２年８月１日以降の離職者は 80時間以上でも可

16,980
16,210

8,490
7,294

2,196

（令和５年 8月現在）
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ハローワーク、

6,94513,890

令和５
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ハローワーク、

6,94513,890

令和５

第
４
章

52

（再就職手当の給付
率が70％の場合は30％）が上限

60％（支給

【別途上限有】

残日数が　  以上で
　　　　　就職した場合は70％）

就職

就職

2/3

【別途上限有】

【別途上限有】

【別途上限有】

（別途上限有）

基本手当の受給資格が
あり就職日において
45歳以上の方（労働
施策総合推進法等に基
づく再就職援助計画等
の対象者に限る）や障
害者等の就職が困難な
方などが、受給できる
支給残日数があるうち
に安定した職業に就い
た場合



　詳細は、お近くの日本年金機構の各年金事務所へご確認下さい。
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～雇用保険の適用拡大について～
　平成29年１月１日以降、65歳以上の労働者についても、「高年齢被保険者」として雇用保
険の適用対象となりました。



　詳細は、お近くの日本年金機構の各年金事務所へご確認下さい。
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　平成29年１月１日以降、65歳以上の労働者についても、「高年齢被保険者」として雇用保
険の適用対象となりました。
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役場ま

住所を有する

加入していますので、
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厚生年金保険に加

67事務所

区

10

10

令和５年度の新規裁定者（67歳以下の方）の年金額（満額）＝年間795,000円（月額66,250円）（令和５年４月現在）
令和５年度の既裁定者（68歳以上の方）の年金額（満額）＝年間792,600円（月額66,050円）（令和５年４月現在）
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厚生年金保険に加

67事務所

区

10

10

令和５年度の新規裁定者（67歳以下の方）の年金額（満額）＝年間795,000円（月額66,250円）（令和５年４月現在）
令和５年度の既裁定者（68歳以上の方）の年金額（満額）＝年間792,600円（月額66,050円）（令和５年４月現在）

（注）　厚生年金と共済組合等の加入期間を有する人の特別支給の老齢

10

厚生年金の受給資格要件については、それぞれの加入期間を合
算して受給資格期間（1年）を判定します。

58 第
４
章

56



第
４
章

57

老齢基礎年金とあわせて繰上げたり、

☆老齢年金を受け取るためには、保険料納付済期間（国民年金の保険料納付済期 間や厚生
年金保険、共済組合等の加入期間を含む）と国民年金の保険料免除期間などを合算した
資格期間が原則として25年以上必要でしたが、平成29年８月１日からは、資格期間が10年
以上あれば老齢年金を受け取ることができるようになりました。
詳しくは年金事務所（67ページ参照）へお問い合わせください。
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10

◆厚生年金の支給開始年齢◆
60歳前半の人の老齢厚生年金の見直し（時間をかけて段階的に実施）
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「予約受付専用電話」0570-05-4890　（050で始まる電話）03-6631-7521
（来訪相談のご予約）
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「予約受付専用電話」0570-05-4890　（050で始まる電話）03-6631-7521
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大阪府

大阪市中央区久太郎町 2-4-27
堺筋本町ＴＦビル7Ｆ

6265 8111

大阪支部

夕陽丘

東大阪

大阪市天王寺区上汐 4-4-1

東大阪市菱江 6-9-10 072-964-8836

施設等一覧
・施設内訓練

・委託訓練
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大阪府

大阪市中央区久太郎町 2-4-27
堺筋本町ＴＦビル7Ｆ

6265 8111

大阪支部

夕陽丘

東大阪

大阪市天王寺区上汐 4-4-1

東大阪市菱江 6-9-10 072-964-8836

施設等一覧
・施設内訓練

・委託訓練

599-0303 泉南郡岬町深日524



〒 541-0053
大阪市中央区本町4-3-9
本町サンケイビル10～11F
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